






































































































ることを求める旨の申出をすることができる（同法 251 条の 3）。
しかし，それでも解決できなければ，地方公共団体は国（都道府県）の行
自治体合併の憲法的基礎（3・完）（松塚） 55




























































訟を提起する。同法 245 条の 8第 12 項）。その際にも，代執行訴訟において
地方公共団体側は強制合併の違法性を主張することができよう。
（ⅲ）住民による訴え。住民がその権利利益を侵害されたとして，合併に対
して取消の訴えを提起することも考えられる。最高裁判決昭和 30 年 12 月 2




























に勧告することができる（地方自治法 8条の 2第 1 項），その場合，都道府
県知事は，関係市町村，当該都道府県の議会，当該都道府県の区域内の市町
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